
図表9-1 : コールセンター(自社)から⾒たエージェントの雇用形態別の運用性⽐較
正社員 短時間正社員 契約社員 パートタイマー 派遣社員 業務委託社員

定義*1 雇用期間の定めのない
フルタイム労働者

雇用期間の定めがなく
所定労働時間が

正社員より短い労働者
⼀般に、雇用期間の定め
のあるフルタイム労働者

1週間の所定労働時間が
正社員より短い労働者

人材派遣会社から派遣
されて派遣先の指揮命令

により就業する労働者

業務委託契約に基き
委託先自身の指揮命令

により発注者の業務に従事
雇用主 自社 自社 自社 自社 人材派遣会社 業務委託先
契約形態 雇用契約 雇用契約 雇用契約 雇用契約 派遣契約 業務委託契約
雇用期間 無期 無期 無期／有期*2 無期／有期*3 有期*4 有期*5

所定労働時間 フルタイム 正社員より短い 通常フルタイム 正社員より短い 契約に基づく 契約に基づく
採用⾯接 できる できる できる できる できない できない
指揮命令 できる できる できる できる できる できない*6

労働時間の指示 できる できる できる できる できる できない
勤怠管理 できる できる できる できる できる できない
業績評価 できる できる できる できる できない できない
給与の決定 できる できる できる できる できない できない
昇給 あり あり 契約更新時に可能性 契約更新時に可能性 契約更新時に交渉 委託先の制度による
賞与 ⼀般的にあり ⼀般的にあり 事業所により異なる 事業所により異なる ⼀般的になし 委託先の制度による
トレーニング実施者 自社 自社 自社 自社 自社 業務委託先*7

コスト計上科目 給与（人件費） 給与（人件費） 給与（人件費） 給与（人件費） 派遣費（人件費）*8 業務委託費（経費）
コストへの影響*9 - - 正社員より小さい 正社員より小さい 契約社員と同等*10 直接雇用より大きい*11

社員数計上 計上する 計上する 計上する 計上する 計上する 計上しない
⼀般的な認識 正規の社員 正規の社員 非正規の社員 非正規の補助的社員 社員とは⼀線 外部業者
業務改善意欲*12 能動的 能動的 能動的 能動的 派遣先の指⽰に従う 受動的*13

増減員柔軟性*14 大変困難 大変困難*15 正社員より柔軟 正社員より柔軟 契約社員より柔軟 契約社員より柔軟
*1    労働基準法をはじめとする法律上は、本表のような雇用形態の区分や定義は明記されておらず、⼀般的に広く認知・利用されている区分や定義を記載した
*2    契約1回あたり3年が上限。有期契約が反復更新されて通算5年を超える場合、労働者の求めにより無期契約への転換に応じる義務がある（「5年ルール」）
*3    原則として3年を超えてはならない。雇用期間が1年超で雇用契約を更新しない場合、契約期間満了の30日前までの予告が必要。契約社員と同じ無期転換の5年ルールの対象
*4    派遣先の同⼀の事業所に対し派遣できる期間(派遣可能期間)は、原則として３年が限度。３年を超える場合は、派遣先の事業所の過半数労働組合等からの意⾒を聴取要
*5    業務委託社員個人の契約期間に発注者は関与できない。なお、業務委託先企業もまた複数の異なる雇用形態の労働者を利用している場合がある
*6 業務委託（アウトソーシング）の場合、発注者と業務委託社員の間に指揮命令関係があると偽装請負となる。アウトソーシングのマネジメントはすべてアウトソーサー自身が自らの裁量と判断で⾏う
*7    商品知識等、発注者しか提供できない固有の情報に限って、発注者が業務委託社員に直接トレーニングを実施できる
*8    実際の科目は派遣手数料等の場合が多いが、人件費の範疇に含まれる
*9    さまざまな条件の影響を受けるため、ここでの記載はあくまでも⼀般論である
*10  派遣会社への手数料の加算により契約社員と同等となる
*11 業務委託料には、人件費や管理費に加え、原則として業務遂⾏に必要なコストのすべてが含まれるため、単純⽐較の上では、⼀般にインハウスの運用コストよりも⾼くなる傾向にある
*12  同じ企業内でも部署やポジションによって異なるだろうが、ここではエージェントの⼀般的な意識という観点で記載
*13  業務委託先の指⽰や了解が前提となるため、契約書や仕様書を超える事項については受動的とならざるを得ない
*14  予算の条件を同じとした場合の相対的な⽐較を記載した
*15  欧⽶企業にはレギュラー・パートタイマー等と呼ばれる短時間契約の正社員の活用も⼀般的だが、日本でも⾏政による推進策等により、短時間正社員制度が増えている
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